
 

   柏市企業立地促進事業補助金交付要綱  

 

制定  平成２９年  ３月３１日  

施行  平成２９年  ４月  １日  

 

 （目的等）  

第１条  この要綱は，柏市産業振興基本条例（平成１７年柏市条例

第１２９号）に基づき，市内において立地及び営業を行う企業に

対し，企業立地促進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付

することにより，新たな企業の立地の促進並びに雇用の拡大及び

既存の企業の市外への流出の防止を図り，もって地域産業の振興

に資することを目的とする。  

２  補助金の交付に関しては，柏市補助金等交付規則（昭和６０年

柏市規則第２９号。以下「規則」という。）その他法令等に定める

もののほか，この要綱の定めるところによる。  

 （定義）  

第２条  この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。  

 (1 )  事業施設  次に掲げる施設のうち，いずれかに該当するもの

をいう。ただし，東大柏ベンチャープラザ及び東葛テクノプラ

ザは除く。  

  ア  工場  物の生産及び加工を行う施設であって，日本標準産

業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）による大分類Ｅ

―製造業の用に供するもの  

  イ  研究所  別表第１に掲げる産業に係る学術的研究，試験及

び開発研究を行う施設  

  ウ  その他の事業所  工場及び研究所以外の施設（商業施設を

除く。）のうち，別表第１に掲げる産業に係る事業の用に供す

る施設  

 (2 )  立地  市内において事業施設を設置することをいう。  

 (3 )  企業  事業施設を当該企業が自ら設置して，営業をする法人

その他の団体，組合又は個人事業主をいう。  

  (4 )  操業  立地計画の認定を受けた事業施設の全部を事業の用に



 

供することをいう。  

 (5 )  投下固定資産額  企業が立地を行うために取得した土地・家

屋 及 び 償 却 資 産 に 係 る 経 費 で あ っ て 当 該 立 地 に 係 る 事 業 施 設

において営業を開始する日前までに要するものの額をいう。  

 (6 )  事業従事者  立地計画の認定を受けた事業施設において，当

該認定に係る事業に従事する者（当該事業を行う者が雇用する

者に限る。）をいう。  

 （対象者）  

第３条  補助金の交付を受けることができる者（以下「対象者」と

いう。）は，次に掲げる各号をすべて満たす者とする。  

 (1) 当該立地に係る事業施設における建設に着手，又は取得もし

く は 賃 貸 借 に 係 る 契 約 の 締 結 を す る 日 前 に 市 長 に 立 地 計 画 書

（以下「立地計画書」という。）を提出して立地の計画について

市長の承認を受けていること。  

 (2) 次の３つのうちいずれかに該当するもの  

  ア  立地計画書の提出の日前において市内に事務所若しくは事

業所又は事業施設を有していない企業の立地であって，投下

固定資産額が３億円以上であり，かつ，当該立地に係る事業

施設における敷地面積（または占有する延床面積）が１，０

００㎡以上及び操業を開始する日において事業従事者が１０

人以上のもの  

  イ  立地計画書の提出の日前において市内に事務所若しくは事

業所又は事業施設を有している企業の立地であって，投下固

定資産額が３億円以上であり，かつ，当該立地に係る事業施

設における敷地面積（または占有する延床面積）が１，００

０㎡以上及び操業を開始する日において事業従事者が１０人

以上のもの  

  ウ  立地計画書の提出の日前において市内に事務所若しくは事

業所又は事業施設を有していない企業の立地であって，当該

立地に係る事業施設において占有する延床面積が２５０㎡以

上及び操業を開始する日において事業従事者が１０人以上の

もの  

 （対象事業，対象経費等）  



 

第４条  補助金交付の対象とする事業（以下「対象事業」という。）

は対象者の行う立地に係る事業施設における営業の活動とする。  

２  補助金交付の対象とする経費（以下「対象経費」という。），補

助金の額及び限度額等は，別表第２のとおりとする。この場合に

おいて，補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは，そ

の金額を切り捨てるものとする。  

 （申請書添付書類）  

第５条  規則第２条第３項に規定する市長が別に定める書類は，次

に掲げるものとする。  

 (1 )  商業登記事項証明書  

 (2 )  第３条第２号ア及びウに該当する企業にあっては，立地計画

書 の 提 出 の 日 前 に お い て 本 社 を 設 置 し て い た 市 区 町 村 の 発 行

する市区町村税納税証明書（発行の日から１月以内のものに限

る。）  

 (3 )  第３条第２号イに該当する企業にあっては，柏市の市税納税

証明書（発行の日から１月以内のものに限る。）  

 (4 )  投下固定資産額を証する書類の写し（事業施設の設置に当た

り取得した土地，家屋及び償却資産の費用に係る契約書の写し

等）（固定資産税・都市計画税に対する補助に限る。）  

 (5 )  取得した土地・家屋・償却資産に係る固定資産税及び都市計

画税の納税通知書の写し（固定資産税・都市計画税に対する補

助に限る。）  

 (6 )  賃貸借契約書の写し（賃借料に対する補助に限る。）  

 (7 )  千葉県立地企業補助金交付要綱（平成２６年千葉県告示第４

０４号）第３条第３項の規定による知事の認定を受けている場

合にあっては，同条第１項に規定する立地計画認定申請書の写

し 及 び 認 定 を 受 け た 際 に 受 領 し た 当 該 知 事 の 認 定 を 証 す る 書

類の写し  

 (8 )  前各号に定めるもののほか，市長が必要と認める書類  

２  市長は，前項の添付書類の全部又は一部を省略することができ

る。  

 （規則第４条第２項に規定する補助事業等の完了後においても従

う事項）  



 

第６条  対象者は，対象事業を補助金の交付決定を行った日から５

年間，申請された場所における活動を継続すること。ただし，営

業の休止又は廃止についてやむを得ない事由があると市長が認め

る場合を除く。  

２  対象者は，補助金の交付決定を行った日から５年間，市長に事

業の状況を報告するものとする。報告の書式及び報告の時期につ

いては，市長が別に定めるものとする。  

３  対象者は，第１項の活動の継続及び前項の報告をできない場合

は，補助金の全部，又は一部を直ちに返納しなければならない。  

 （標準処理期間）  

第７条  申請書の提出から補助金の交付の可否の決定までに要する

標準的な期間は，３０日とする。  

 （実績報告書添付書類）  

第８条  規則第１２条に規定する市長が別に定める書類は，次に掲

げるものとする。  

 (1 )  事業決算報告書  

 (2 )  取得した土地・家屋・償却資産に係る固定資産税及び都市計

画税の納税証明書（固定資産税・都市計画税に対する補助に限る。） 

 (3 )  賃借料支払証明書（賃借料に対する補助に限る。）  

 (4 )  前号に規定するもののほか，市長が必要と認める書類  

２  市長は，前項の添付書類の全部又は一部を省略することができ

る。  

 （補助金の経理）  

第９条  この要綱により補助金の交付を受けた者は，補助事業に係

る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，かつ，当該収入及び

支出についての証拠書類を整備保管しなければならない。  

２  前項に規定する帳簿及び証拠書類の保存は，補助事業完了（補

助事業の廃止の承認を受けた場合を含む。）の日から起算して５年

を経過した日の属する市の会計年度の末日までとする。  

 （財産の処分を制限する期間）  

第１０条  操業を開始する日から１０年又は当該財産の耐用年数の

いずれか短い期間とする。  

 （補則）  



 

第１１条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に

定める。  

 

   附  則  

 この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，令和２年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，令和７年４月１日から施行する。  

 

別表第１（第２条第１号イ及びウ）  

１  デジタル・情報通信・ＡＩ関連産業  

２  環境・エネルギー関連産業  

３  ライフサイエンス・バイオ・健康・医療・食品関連産業  

４  マテリアル・ナノ・ロボット関連産業  

５  その他市長が特に必要と認める産業  

 

別表第２（第４条第２項）  

対象者  対象経費  補助金の額  補助金の

限度額  

交付期

間  

第 ３ 条

第 ２ 号

ア，イに

規 定 す

る企業  

対 象 事 業 に 要 す る

経費のうち，新規に

取 得 す る 投 下 固 定

資産額  

補 助 金 の 交 付 を

受 け る 年 度 に 市

に 対 し て 納 入 し

た 対 象 経 費 に 係

る 固 定 資 産 税 及

び 都 市 計 画 税 相

当額（「税相当額

補助金」という） 

１億円  １年  

第 ３ 条

第 ２ 号

ウ に 規

定 す る

対 象 事 業 の 用 に 供

す る 施 設 の 賃 借 に

要する経費（敷金，

礼金，各種保険料，

対 象 経 費 の ２ 分

の１（「建物賃借

料 補 助 金 」 と い

う）  

１ ， ０ ０

０万円  

１年（操

業 開 始

の 日 か

ら １ ２



 

企業  共益費，駐車場代，

光熱水費，消費税そ

の 他 直 接 施 設 の 賃

借 に 要 し な い 経 費

を除く）  

月分）  

 備考  

 １  一つの立地計画における補助金の限度額は１億円とする。  

 ２  各年度に交付する補助金の総額は，各年度の予算の範囲内と

する。  


